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物理探査の発展と今後の動向

1.物理探査の発展の歴史

1-1生い立ちより1950年代前半まで

1918年(大正7年)に新津油田で重力偏差計による

調査カミ京都大学によって行なわれ1919年(大正8年)

に兵庫県高野鉱山でタｰレン･テイベルンダ式磁力計

による磁鉄鉱鉱床の調査カミ京都大学によって行なわれ

たのがわが国の物理探査のはじまりといえよう(地質

ニュｰスNσ5;1953).

以来京都大学東京大学九州大学などの各大学で

物理探査の研究が行荏われる一方商工省地質調査所

逓信省電気試験所鉄道省大臣官房研究所および内務省

土木試験所においても物理探査の調査研究カミはじめら

れた.地質調査所では1932年(昭和7年)より電気

探査の調査研究を着手し引続き地震探査重力探査

および磁気探査の研究をはじめた.

物理探査の調査研究は1937年頃(昭和12年)より徐

々に発展の遺をたどり第2次大世界戦末を迎えること

になる.この間エアドベス型重力偏差計シュミッ

ト型磁力偏差計波江野式地震探鉱器およびギッシュ

･ルｰ二一式地質調査所型電気探鉱器が専ら調査に使用

された｡前二者は輸入探鉱器であるカミ後二者は当

時地質調査所に勤務していた研究者によって作られたも

のであった.

戦後1949年(昭和24年)地質調査所および帝国石油

株式会社にノｰス･アメリカン型重力計が輸入され同

年帝国石油株式会杜に引続き地質調査所にS.S.C

型12成分地震探鉱器が輸入されだがこれらの性能の良

い探鉱器の導入は調査能率を著しく向上させ戦後経済

復興のための資源調査の要請と相まって物理探査の調

査研究活動を一層活発にしその後の発展の基礎を作った.

たとえば探査装置の進歩とともに調査能率が向上

し調査資料カミ豊當に肢るにつれてより一層精密な地

下構造を求めるための解析技術カミ必要になりこの種の

研究に対する関心が高まっていった.

1-21950年後半より1960年前半にかけて

(i)磁気録音方式地震探査装置の出現

物理探査部長陶山淳治

1950年代後半以降の物理探査は後に述べるように

電子工学･機械工学などの近代工学技術と数学･物理

学桓どの基礎的学問とを総合したものとして変貌しつ

つ発展しつつある.このような発展の過程の代表曲匁

ものは地震探査であろう.

1954年頃米国で開発された磁気録音方式の地震探査装

置は1956年(昭和3ユ年)に石油資源麗発株式会社には

じめて輸入され引続き地質調査所その他の機関で採用

されたがこの装置は地震探査を大きく変貌させた画期

的なものといえる.

す肢わち磁気録音方式ではすべての情報をいった

んテ｣プに録音しこれを幾度も再生することができる.

したがって地震記録の中に含まれる情報を洩れ粧く利

用することが可能とたるとともに一種のアナログ計算

機といえる解析用再生機(Pユaybac長Machine)を用いる

ことによってデｰタの新しい処理に対して無限の可能

性を開いた.

解析用再生機によって濃淡表示方式の記録断面がえ

られ記録の伸縮はもとより時間補正等の自動処理い

くつかの記録の混合操作が可能となったほか周波数領

域ばかりではたく時間領域でのフィルタｰ操作の道が

開かれた(地質ニュｰスNα73;1960).単一の解析用

再生機ではこれらすべてを処理することは不可能であり

いくつかの解析用再生機を集めた総合したシステム(デ

ｰタ処理システム)が通常使われる.無隈の可能

性をもつこのような方式の探査装置の出現によって次

々にと新しいデｰタ処理法の開発が進められシステム

の限りない膨脹をもたらすに及んでデｰタのデジタノレ

処理が必要となりそれがデジタノレ･システムの開発へ

と発展した.

デｰタ処理システムの活用は現在では地震探査の

み祖らず重力探査磁気探査および電気探査の分野に

おいても行在われつつあり磁気録音方式地震探査は物

理探査の様式を変革する端緒をなしたものといえる.

(亘i)海域の物理探査の発展

磁気録音方式地震探査装置の登場と同じ時期に海底

重力計が開発された.1956年(昭和31年).地質調査所

ではノｰス･アメリカン社製UW-2R型海底重力計

を輸入し同年6月秋岡沖でわが国でははじめての海�
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域の重力調査を行なった.この重力計は遠隔操作によ

る海底での重力測定を可能とし陸域のみ匁らず海域で

の物理探査の活動の道を開いた.

1957年(昭和32年)には重力に引続き海域での磁

気探査カミ可能となった.プロトン磁力計は動揺をうけ

た状態のもとで全磁力の絶対値の測定カ河能であるので

検出器を容器(フィッシュ)に入れこれを船で曳航し

だから磁力分布を測定することができる.このような

装置は1957年以後砂鉄調査のための海上磁気探査に活用

されたが1961年(昭和36年)には地質調査所によっ

て自動記録方式プロトン磁力計カ欄発されヘリコプ

タｰに搭載して浦賀水道で空中磁気探査の試験が行な

われた.これらの試験研究は空中磁気探査の発展の端

緒にたった.

重力･磁気両探査法の海域への活用より若干遅れるが

1959年(昭稲34年)に秋田沖で米国M.G.S杜の手によ

りCont三nuousSeismicPro刮erと呼ばれるスパｰカｰ

法による音波探査の調査が行なわれ1961年(昭和36年)

には地質調査所で国産のスパｰカｰ装置を開発し東

京湾で調査を行なった(地質ニュｰスNα8991;1962).

引続きガス爆発法･強カスパｰカｰ法等の研究カミ行な

われ圧さく空気を用いるエア･ガン法も震源として使わ

れるようになり地震探査との区別がなくなってきてい

る.このように海域の物理探査が発展するにつれて

磁気探査･スバカｰ法およびガス爆発法を組み合わせた

総合探査方式(IntegratedSystem)が登場してきた.

船舶は一種の移動実験室とたるので幾種類かの物理探

査の組み合わせで地下構造を総合解析するシステムを

採用することが可能であり海上物理探査は新しい方式

の物理探査を生み出しつつある.

(欄)空中物理探査の発展

海域の物理探査の発展と平行して1955年(昭和30年)

9月核燃料物質調査のため地質調査所によって空

中放射能探査の研究がはじめられ6年間で65,000k皿2

をカバｰした.当時の技術的水準では解決のむずかし

い問題点を多くかかえていたため期待されたほどの成

果はえられなかったカミわが国の空中物理探査の端緒と

なった.1962年(昭和37年)には前記の自動記録方

式のプロトン磁力計を用い空中放射能探査と空中磁気

探査の併用探査の試験が土浦周辺で行なわれた.

前記浦賀水道周辺および土浦周辺の空中磁気探査の試

験での測定精度は±5ガンマであったがこれら測定

結果を検討した結果±1ガンマ以上の精度で測定すれ

ば地質構造探査に十分利用できるとの見通しをえた.

このような性能をもつ当時では最新鋭の米国バリアン

社製y-4914プロトン型空中磁力計を1964年(昭和39年)

に輸入し新潟平野で堆積盆地の構造調査を目的とする

空中磁気探査の技術研究に着手した.その後1965年

(昭和40年)より測定感度0.01ガンマという驚異的性

能をもつルビシュｰム磁力計セシュｰム磁力計を導入

し高い精度の空中磁気図作成技術の開発を行なうとと

もに引続き1967年(昭和42年)には双発航空機に

ドップラｰ航法装置を整備し海域の自立航法による空

中磁気探査のシステムの開発を行なった.このような

システム(ドップラｰシステムによる空中磁気探査法)

の完成によって空中磁気探査による大陸棚地質構造の

特性を把握することが可能となったので1969年(昭和

44年)より7カ年計画でわが国の主要大陸棚地域の空中

磁気探査に着手するとともに引続きロランCデッ

カを含めた複合システムの開発と高感度空中磁気探査お

よびデジタノレ･システムの開発が行なわれている.

空中探査は船舶と同様に一種の移動実験室による探査

ということカミできるので総合探査方式による総合解析

システムの採用が可能であるがデｰタの収集速度カミ速

く蓄積量も膨大と肢るわでデｰタ処理の問題が重要

な課題とたる.自動図化･フィルタｰ操作･自動解析

等のデｰタ処理のためには地上局のデｰタおよび位置

･高度等のデｰタを含めでのすべてのデｰタのデジタノレ

処理が必要でありノ'一ドの面でのデジタル化とソフ

ト｡ウェアの開発が着々進められつつある.

(肘)深部物理探査の発展

地下資源の探査は浅部に賦存するものから深部に

賦存するものへと探査の対象が移行するすう勢にあり

それに伴って物理探査に対する要求も深部構造の検出

へと移りつつある.深部構造を検出するためには地

震探査については遅延爆発法により地震波に指向性を

もたせ地震探査に有効な下向へ向かう地震波を卓越さ

せて深部構造の検出を容易にする研究群設置法･多

孔爆発法により妨害波の消去率を高め深部よりの反射

波の検出を容易ならしめる研究等カミ1949年(昭和24年)

より1955年(昭和30年)にかけて行なわれ磁気録音方

式地震探査装置の導入に伴いこれまで不可能であった

水平重合法による深部よりの弱い反射波の重合強化の研

究が石油資源株式会杜を中心に進められた.一方こ

れまでもっぱら浅部構造の探査に用いられていた電気探

査比低抗法を深部構造の探査へ利用する研究カミ地質調

査所によって着手され1959年(昭和34年)大島にお

いて直流法による深度1kmの構造の検出に成功した.

その後1963年(昭和38年)ソ連より電気探査装置を輸入

し千葉県下において3k皿の構造の検出に成功し含�
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滴堆積盆の基盤構造の探査を可能にした(地質ニュｰス

No.工06108;1963).

しかしながら中爆発地震探査屈折法による深部構造

の研究はその必要性は考えられな秘らU.M.P.計

画の深層試錐の先行調査として1部で行恋われるに止ま

った苗

以上述べたように1950年代の後半から1960年代の

前半にかけては技術の開発とくにノ･一ド･ウェアを

中心とした技術の開発に重点添置かれ研究関発添進めら

れた196⑪年には深部探査技術微細構造探査技術

海上探査技術空中探査技術および物理検層技術のわ

が国における技術開発の中心的役割を地質調査所の物

理探査部躯果たすべきであるとの考えのもとに物理探

査技術センタｰの構想が出された(地質二皿一ス

附761!960).

2｡探査システムの導入

(蓬)否漉⑳探査

1960年代の発展の特色として見逃すこと秘でぎたいの

は物理探査を取り入れた探査の体系化の芽が育ちはじ

めたことである｡探査の体系化の問題は石油探査の

分野ではもっとも早くから手掛けられていた.!961

年(昭榔6年)に策定された可燃性天然ガス資源開発6

カ年計画は探査の体系化の概念のもとにつくられてお

珍これら探査計画と平行して探査システムの研究が

着手された､工968年(昭和魂年)には石油および可

燃性天然ガス資源開発審議会海洋開発専門委員会の中間

報告としてソフト1テクノロジｰを含めシステムと

(A)フテイリンダ処俄

{B)技術紺策

{C)物撫デｰタ地｣11旦

庇:幻∫萄モテ』几

地質広域数料

1A〕

厩井葡柵

幽艶塊

して把握された計画的な技術開発の必要性カミ述べられて

いる昔第至図はこの中間報告で提案された構造探査

の情報処理のフロｰ･チャｰトであり第2図は貯溜岩

探査のフは一チャｰトである自

電子計算機の導入とともに探査のシステム化の研究

はまず裏す発展し石演開発技術センタｰの設立に伴い

今後の一層の発達が期待されている.

(童i)ウ管ン調査

新しいエネルギｰ資源である核燃料資源の探査はおい

てはこのよう匁新しい鉱物資源に勅する探査の経験茄

ないこともあって､塞ずウラン鉱床の賦存の可能性が強

いと考走られる花巌岩地域の串で有望区域を迅速に携

出する法域的調査カ重わが国でははじめて計画された｡

すなわち放射能強度分布から放射能異常区域を発見し

て有望区域を限定するため空中放鋭能探査および自動

車放鋭能探査か全国的に実施された苗これらの探査を

契機として発見された鉱床としては人形峠東濃等の

著名な鉱床がある.

この場合馬いられた手法は露頭探査の猿を出るもので

ばたいがこれらの探査によって広域探査の概念が生

まれ同時に探査システムに関する近代化が促進したと

いう点でわか国の物理探査史上で特筆すべきことであ

る.またこのよう愈広域探査の物理探査の実施とと

もに有望区域の放射能精査のみ匁らず地震探査(屈

折法)電気探査(直流法)および重力探査が基盤(花

陶岩)面の形状を調べるいわば鉱床賦存条件を調べ

るための構造探査として人形峠倉吉1東濃の諸地域

で実施された･このほか試錐探査の段階で放射能

探査を主体とする物理検層が実施され岩石1鉱石のア

線スペクトル分析等の伽注測定も平行して研究された.
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以上のように探査の各段階で物理探査が重要な役割

を果たすようにはなってきたがそれらの各段階での役

割が体系化するまでにほ至ってはいなかった.しかし

たカミら次に述べる金属鉱床の3段階方式に対する物理

探査の活用の芽を作ったという点では評価されてよい.

(撒)金属鉱床密集地域の調査

金属鉱床の探査が露頭探査より深部潜頭鉱床の探査へ

と重点が移行するに伴って国の手によって鉱床密集

地域における広範な地質構造の解明を行ない地質構造

上からみた探査の重点区域を描出するための広域調査が

行なわれるようになった.地質調査所は鉱業政策の

一環と'して鉱床密集地域の調査研究を1963年(昭和38

年)より実施したがその際これまで鉱山地帯では利

用されたこ.とのない重力探査地震探査および直流法電

気探査の鉱床密集地域の構造探査への適用の努力が払わ

れた1

その後金属探鉱促進事業団に引き継がれたがこれ

らの物理探査は広域調査の構造探査に活用されさらに

空中磁気探査も実施されるようになった.

広域調査の結果抽出された重点区域の精査調査には

重力探査の精査とともに鉱床胚胎の手掛りをえようと

して強制分極法電気探査および電磁探査が積極的に適

用されるようになった.また試錐坑に対する物理検

層も実施されるようになり岩芯の物性測定も行なわれ

つつある.

以上のように探査の各段階での物理探査の利用が組

織的に行なわれるようになり技術的に裏付けされた探

査体系が行政面に反映されつつある.しかしながら

わが国においては個々の探査技術の研究はかなり進ん

でいるにもかかわらず探査の体系化という観点からの

技術研究は世界的レベルに比べて十分とはいえない.

そのため物理探査の位置つげ方法の選択総合的実

施および技術評価などの点で十分でなく探査の各段階

で実施される物理探査の問にはギャップがみられる.

たとえば構造探査と鉱床探査との間のギャップは未だ

大きい.このようなギャップが物理探査に対する地質

技術者の疑惑と不信のもとになっているように思える.

3.今後の動向

1950年代後半より急速な発展を遂げつつある磁気録音

方式(アナログのみならずデジタル記録を含めての)の

物理探査が物理探査のイメｰジを大きく変えつつある.

すなわち野外作業でえられるすべての情報を生のまま

忠実に磁気テｰプに記録することに重点が移行し室内

作業ではこれまで抽出しえなかった情報を取り出すた

めのソフト･テクノロジｰの駆使が重要な課題となって

きた.

一方スパｰカｰエア･ガン等の非爆薬震源プロ

トン磁力計および船上重力計等の新しいハｰド･ウェア

の開発によって連続測定が可能となるとともに海域

の物理探査が総合探査方式へ移行し空中磁力計空中

放射能探査装置空中電磁探査装置等の開発によって

総合探査方式の空中物理探査が実施できるようになって

きた.このような新しい総合物理探査は探査のシステ

ム化を促進させたがこのよう匁動向は電子計算機の

導入と相まって将来の課題として総合解析システムの

研究の重要性を浮彫りにした.

1950年後半より1960年前半にかけての物理探査の技術

の開発はソフト的た面も含まれてはいたがどちらか

といえばハｰド･ウェアを中心に進められてきたが

今後は探査システムという観点からソフト･テクノ

ロジｰを含めての技術の開発に重点が移行するがその

際ソフト･テクノロジｰの果たす役割が急速に増大す

ることとたろう.

3-1海上物理探査

海上物理探査には通常非爆薬震源の地震探査装置

磁力計および船上重力計カミ搭載されるがこのほか水

深を測定するP.D.R｡(PrecionDePthRecrder)およ

び位置決定に必要た人工衛星航法装置ドップラｰ･ソ

ナｰまたはEMLog(電磁流速計)およびロランC

オメガ等の電波航法装置が整備されている.第3図は

地質調査船における物理探査装置のシステムを示したも

のであるが将来はさらに新しい物理探査装置が開発さ

れ一段と総合化が進められると思われる･

上記装置のうちで船上重力計は目新しいものである.

船上重力計には陸上用の重力計(スプリング式重力

計)を鉛直ジャイロ等で安定化された水平安定台上に取

り付けられたものおよび舷の振動を利用した重力計を

鉛直ジャイロ上に取り付け重力計の軸の方向(舷の方

向)が鉛直に保持されるようにしたもの等がある｡こ

れらの船上重力計の指示値には船の鉛直方向の動揺に

よる鉛直方向の加速度が含まれることは避けられないの

でこれを除かたければならない1幸い波浪による

上下動揺加速度は周期が5～10秒であり5～10ノット

で進行する場合の重力変化の周期はきわめて長いので

電子計算機を用い数学的た低域フィノレタｰをかけること

によって除くことカミできる.

船上重力計による重力測定は通常5～10ノットの速�
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第3図海洋物理探査の観測システ

度で進行する船上で行なわれるために陸上の固定点で

の測定では必要がなかった補正一エアドベス補正一カ必

要とたる.これは自転レている地球上を進行すること

によって生じるコリオリのカの鉛直成分に対する補正で

あり赤道上を東西方肉に進行する船舶の速度誤差カミ

±O.1ノットの場合に±0.75ミリ･ガｰルとなる.

この誤差は緯度彩の増加とともにCOSψで減少するカミ

船の速度を正確に求めることカ必要にたる.

船上重力計とともに新しく用いられる装置として

人工衛星航法装置がある.人工衛星航法は1967年9

月に来海軍によって一般に公開された航海用人工衛星

(丁艮ANSITNavyNaマigationSate11iteSystem)を

利用して位置決定を行なう全天候型の航法である.現

在TRANSIT衛星は南北両極を含む地球からの高さ約

1,080kmの目軌道を画いて5個飛行している.これら

の衛星は400MHzと150MHzの電波を発射したカミら飛

行し記憶している軌道要素と時刻を2分母に送ってく

る.さてこれらの電波を受信すると船と人工衛星

の相対運動のためにドップラｰ効果によって受信周波数

カミ変化する･このドップラｰ･シフトの積分値はその

間の人工衛星と受信点との距離差に比例する.したカ茎

って人工衛星から送られてくる人工衛星の軌道要素の

デｰタとドップラｰ･シフトの観測値および受信点の概

略の位置･高度･受信時刻を与えれば最低3艦の観測

値があれば受信点の位置(緯度･経度)およびその時

刻を求めることができる.観測に当って400MHzの

電波はデｰタ用には150MHz電離層通過の際の屈折量

向上が期待されるカミ

面倒な問題が起こるであろうが

ムはソフトとノ･一ドの面の進歩とともに一層の発展を遂

げることは間違いない.

の補正用に使われる.

船カミ移動しているときには船の移動方

向と速度のデｰタカミ必要でありこれは

ジャイロ､'コンパスおよびドップラｰ･ソ

ナｰまたはEMLog等の組み合わせによっ

てえられる.

これらのデｰタの誤差は位置決定の精度

に大き狂影響を与える｡

また屈折による誤差と感度の低下を避

けるために0～10｡および70｡～90｡の仰角

のときのデｰタが除かれるので人工衛星

に出会う周期が長くなり緯度幼鉋の場合

約60分となる.この間は他の航法(ド

ッブラ}･ゾナ}ま淀は亘MLogとジャイ

ロ･コンパスの組み合わせ等の航法)によ

る推測航法に頼らざるを得ない.この推

測航法による位置の誤差も人工衛星航法

による位置決定の精度を悪くする.今後

人工衛星の数カミ増えることによって精度の

その際には人工衛星の判別という

このよう往航法システ

3-2空中物理探査

空中物理探査は空中磁気探査を主体としこれにガン

マｰ線スペクトロメｰタｰ式放射能探査空中電磁探査

走査型赤外線探査サイドりレッキング1レｰダｰ(s

LR)箏および水銀スペクトロメｰタｰ沃素スペクト

ロメｰタｰのよう狂空中地化学探査が加わり総合探査

方式へとますます発展しつつあるのカミ現在の世界の趨

勢である｡また最近は空中重力探査が試験段階から

実用段階へ達したと聞いている.

第4図は地質調査所で採用している空中磁気探査の

観測システムを示したものであり第5図はこのよう悲

観測システムによって克られた空中磁気図の1例である.

現在調査能率の向上を目ざしてテｰル･ブｰム方式

(第6図)の検討と高感度空中磁気探査(感度±0.1･ガ

ンマ第7図)の研究等が行なわれつつある.その他

の探査法についてはわが国の地質構造に対していか

ほど有効であるかという点に若千の議論もあるため

まだ十分研究カミ違んでい在いが今後の発展が期待され

るものである.

ガンマ線スペクトロメｰタｰ放射能探査は沃化ナト

リウム(タリウム)結晶一光電子増倍管(Na(T1)一pM)

と多重波戸分析器を組み合わせたガンマ線エネルギｰ�
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分析装置である.

通常特定の高エネルギｰ･ガンマ線のみを記録させ

ることによってウラニウム(Bi21{(RaC)1.76MeV)

トリウム(T1208(ThC")2.61MeV)およびカリウム(K40

1.46MeV)の分布強度を求めようとする4チャンネノレの

装置が空中探査に使われている(第8図).本法はウラ

ン資源探査のほか第1表に示したようだ玄武岩質岩石

花嵩岩質岩石砂岩頁岩および炭酸塩岩石のウラン

トリウムおよびカリウムに含有量およびその含有比の違

いに着目しこれらの組み合わせによって岩相の識別を

行なう手段として利用されている.

最近分解能を高めるために米国地質調査所によっ

て29cm×10cmという大きなクリスタノレを用いデジ

タノレ磁気録音方式の400チャンネノレの装置の研究が進め

られておりカナダ地質調査所においてもデジタル方

式の128チャンネルの装置による空中放射能探査の研究

が進められている.このよう放高性能エネノレギｰ分析

装置とその結果のデジタノレ処理によって岩相の識別能

力の向上が期待されている.

lX,M.､一｣霊11離1.."

∴]

洲

洲

��

曲■'141'

空中電磁探査は1950年にIntemationa1Nicke1Com-

panyofCanadaによってINCOシステムカミ開発され

NewBrunswickのHeathStee1e塊状硫化鉱床が発見

されてから注目された探査法でありその研究活動が活

発となった1960年より今日まで十数種類の相異なるシス

テムカミ発表されている.その多くのものはコイノレによ

って交番磁界を発生しその交番磁界が導体中に生ずる

渦電流によってつくられる2次交番磁界を測定し導体
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第4図空中磁気探査の観測システム

バ

20剛

第5園阿武隈沖空

中磁気図

葦撃擦簸

第6図テｰル･フムの外観

第7図高感度磁力計のバｰドを曳行中のYS-11型機�
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策3表火成岩･堆積岩中のカリウム･トリウム･ウラニウムの含有量(ppm)

�玄武岩�花開岩�頁岩�砂岩�炭酸塩岩

���{�一'｣｣一｣�

カリウム40申平均�O.8�3.O�2.7�1,1�O.3

�(O.2-2.O)�(2.0-6.0)�(ユ.6-4.2)�(O.7-3.8)�(O.〔ト2.O)

トリウム平均�4.0�12.O�12.0�1.7�1.7

���������������������������

ウラニウム平均�1.O�3,0�3.7�O.5�2.2

��㈭��������������㈭�������

�rカリウムぽO.0119%のK壬｡芽含む)rR.B,GηILL0Uによる)����

(カリウムは00119%のK壬｡を含む)(RBGUILL0Uによる)

を検出しよう､とする方法である(第9図).この方法は

絶縁性母岩の中に胚胎する導電性の鉱体の探査法として

すぐれたものであり断層･破砕帯の探査にも利用でき

る.

最近原理はこれと同じであるが一次磁界として

電波航法の1つであるオメガのために発信されている15

～25k庇のVLE帯域の強力な電波(150～1,000kW)

の磁界を利用する電磁探査法VLF探査法が開発され

脚光をあぴつっある.

これらの方法はいずれも2次磁界をいかに巧妙に検

出するかという点に工夫か凝らされているがそのため

に考え出された数多くの測定システムのうちでハルス

状の電流を流し1次磁界カミ消滅したのちの磁界を検出

して2次磁界を有効に把えるINPUT(InducedPu1se

T胞nsi㎝t)と呼ばれる方法が注目を集めている(第10図).

一方電波航法による位置決定に当って電波の伝播

速度が大地の比抵抗によって影響をうけるのでこれら

の電波を用いて地球表面の比抵抗分布図の作成カミ行なわ

れている.このような手法に着目し精度を向上させ

以上のように

導電率の分布のみならず磁化率

(強制分極法による)の分布を求めるための研究が発展

すると思われる.その際には従来進められてきたよう

なノ･一ド･ウェアに重点を置いた解決の進め方から

ソフト･ウェアとの組み合わせによる方法へと移行すべ

きであろう.

走査型赤外線探査およびサイド･ルッキング･レｰダ

ｰはマルチ･スペクトル映像法と同様な映像法であり

電子計算機による映像処理技術の発展とともに各種の

情報の抽出が可能となろう.

ることによって地質調査に利用し

たものにEPhaseと呼ばれる方法

がある.この方法は従来の電

磁探査が地下の導体内に生ずる渦

電流によって誘導される2次磁界

の検出に力を入れているのに反し

て電界の水平成分に着目し比

抵抗の水平的変化を観測し比抵

抗分布図の作成を試みている点で

ユニｰクである.

今後とも新しい手法の開発梯進められ

誘電率および分極率

…

曇

筆

幽

箒奪

��

言息

�

ま[

乎
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第8図空中で測定されたγ線エネルギｰ･スペクトラム

1.46MeV:K401.76MeV:Bi9142.6遁MeV:T1里08の3チャン

ネルとトｰタル･カウントからなる4チャンネルか用いられる(R.S.

FOOTEによる)

3-3探査システムの各段階における物理探査の役割

今後探査の各段階で実施される各種の探査法相互の

間に技術的関連をもたせたがら各種の方法を巧妙に活

用してゆくための探査システムの設計のための研究は

著しく発展すると考えられるカミこのようなシステムの

中での物理探査の役割もますます重要になるであろう｡

第2表は金属鉱床の探査の場合に探査の各段階で

利用される物理探査の種類とその役割を示したもので

ある.

迷f

渦電流

受信コイル

�

1次磁界(

2次磁界㌧一'一ク

第9図送受信目イルと地下の導体間の電磁誘導

(F.S.GR州丁&G.F.W脚より)�
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探査計画の策定の段階では

第10図

INPUT法の一次磁

界･検出信号

鉱床群の賦存の可能性に

1一的｣

(簑芸舳の)

(鰐孟差I～)

(慧簑嚇の)

ついての予測がなされ.広域調査地域の選出が行なわれ/筆瀞〕

るがその際空中磁気図重力図とともに深部地震

探査(DeepSeismicSomdi㎎大爆発･中爆発地震探

査ともいわれる)および深部電気探査によってえられる

大きな単元の物理探査の結果は深部地殻構造と浅部構

造との関係および岩石区的な考えての地域の特徴につい

て有益な情報を与えこれらの結果を含めた構造地質学

的･鉱床生成区的考察が必要である.

たと完ば重力異常および磁気異常の分布の

パタｰンが異狂る区域(重力区磁気区)の境

界線および重力異常の勾配の急変する部分は深

部断層を反映しこれらは深部地震探査の結果

と相まって深部断層の存在を明らかにすると

ともに地殻浅部構造と深部構造との関係を与え

る.また重力区･磁気区は岩石区のパタｰ

ンを描出し重力異常帯･磁気異常帯は塩基性

岩帯花嵩岩帯の存在を反映する.

このような大き狂単元での地質学的情報を与

える物理探査は本来国家的見地に立って進

められるべきもので欧米では最近このような

見地からする研究が進められている･

第11図はわが国で行なわれた深部地震探査の

うちの大爆発地震探査の側線配置を示したも

のであり第12図はその結果えられた速度断面

図の1例である.第13図はソ連で行なわれた

深部地震探査の結果の1例で大爆発地震探査

とともに中爆発地震探査のようなキメの細か

さカミみられる.わカミ国のように複雑な地質構

造の地域ではキメの細かい中爆発地震探査を
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第13図深部地震探劃こよってえられる構造断面1.観測点の投影点2.先カンプリアン基盤3.玄武岩層4.内部玄

武岩層の境界衝臥反射函6.モホ面7.上部マントル内に震源をもつ地震波より求めた境界面8.地殻上部

の地震波速度境界茜一9.マントル内の反射面工O.回折波の発生する点11.地震探査より求められた深部断層

12.水平構造の発達のみられぬゾｰン

取り入れた構造探査が望ましい.

重力図および磁気図についても2品分の1程度の縮

尺の全国調査が必要である.

探鉱の重点地域の選出の段階では地域の基本的地質

構造を把握するとともに鉱床賦存の可能条件を十分検

討することがなされるがこの段階ではキメの細かい

空中探査と重力探査(百分の1)を行ない地質構造

の概要を把握するとともに地震探査･直流法電気探査

によって主要部分の構造断面を求める必要がある.

後者は構造試錐の先行調査としても重要牟役割がある･

以上の段階の調査によって探鉱の重点地域がしぼら

れるとその地域に対しては鉱床賦存の有望条件の検

討と探鉱地点の選定のための地域精査か行なわれる.

この段階では電気探査(I.P法.S.P法および流電

々位法など)電磁探査および重力探査精査地上磁気探

査等の通常の鉱床探査あための物理探査が実施され必

要に応じて構造精査のための地震探査も行なわれる.

探鉱地点が選定されるとそこに対しては試錐探鉱を

中心とした組織的探査が実施され鉱床形成の場の確認

と探鉱価値の評価カミ行恋われるカミ物理検層のほか坑井

内物理探査と岩添物性試験が実施される.坑井内物理

探査は坑井周辺および坑井相互間の地質構造および鉱床

賦存状態を調べるために行祖われるものである･この

種の物理探査の結果の解析には電子計算機による精密な

解析が必要である.

坑井内物理探査は電子工業の発展に伴う機器の小型

㈰

郷

6⑪

��

化と電子計算機による結果の処理技術の発展とによって

将来の期待される分野である.また岩石･鉱石の物

性研究の成果として生まれて来た地震電気効果による探

査法および電解分極法にもとづく鉱体の直接探査法等

の新しい原理にもとづく探査法の期待できる分野でも

ある.

岩蒜の物性測定は従来とかく軽視されかちであっ淀

鉱床および母岩の物理的性質の解明と鉱床の場の物理

的な立場からの究明にとって欠くことのでぎ脈･基礎的

分野である.この種の研究は探査の各段階での技術

的ギャップを埋め探査のシステム化を進めるために重

要た分野を恋しているばかりではなくソフト･テクノ

ロジｰを生かした総合解析の入力デｰタの収集･蓄積と

いう観点からも欠くことはでぎ放い.また先にも触

れたように新しい原理による探査法の研究の基礎でも

ある.この分野で特に注目すべきことは中性子放射

化法およびガンマ線照射螢光X線法などの放射性同位

元素を用いた非破壊物理分析法の発達でありこれらは

室内における物性試験のみならず野外における測定を

可能とする将来の期待される領域である.

3-4電子計算機の役割

これまでにも述べたように物理探査技術のなかで

電子計算機の占める役割が急遷に増大しつつある.そ

れらは�
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①デジタル磁気記録でえられた大量デｰタの迅速処理

②物理探査の生のデｰタのなかに隠されている有効な情報を

取り出す処理

③直接測定することの出来ない量をいくつかの測定量から合

成して求めることによって有効な情報を求めるような処理

④いく種類かの異なる物理探査結果より地質構造を求める総

合解析法

など多岐にたわっている.

①は磁気テｰプにとられたデｰタを編集し簡単な補

正を施して次に行なわれるデｰタ処理あ準備をす

ることにほかならず電子計算機による処理の準備

という点では省力化の役割が大きい.これらのデ

ｰタのなかには平面図として表示することが望ま

しいものもあるカミ図化という点では省力化とと

もに完成化された内挿法による図化は図面の個人差

をなくす点で意義がある.図化の問題は結果の表

現の問題でもあり新しい表現法が電子計算機によ

って次々に開発されることによってわれわれの思

考の方法の変革をもたらすとともにわれわれの判

断に対し多角的な材料を提供するようにたる.

②は通常デｰタ処理といわれる分野であり通信工学

で発展した情報処理技術を用いて妨害情報を取り

除くことと単元の大きさの異なる構造による情報

を分離すること等を目的とする.いわゆるフィ

ルタｰ操作と呼ばれているもので最適フィルタｰ

の設計およびランダムでない地質的雑音の処理法の

開発が当面の課題となろう.

界の3成分を測定しこれをベクトル合成すること

によって探査性能を向上させた方法でありこの

ような方法は電子計算機による処理によってはじめ

て可能となる.また最近人工衛星航法の場合

電子計算機との組み合わせによって人工衛星の確

実放追尾と2つの人工衛星からの電波が同時に観

測される場合の人工衛星の識別と追尾が行なわれ

つつある.

以上の例で見られるように電子計算機を含めた

観測システムが使われるようになってきているが

物理探査に対するソフト･テクノロジｰの比重カミ大

きくなることはまちカミい荏い.

④は探査のシステム化が進むにつれて当然の結果

として必要となる.総合解析とは各種の探査法

によってえられた探査結果を合理的に説明する地下

構造を求めることである.各種の物理探査結果の

総合解析は地下構造の合理的なモデルの発見にあり

この場合のモデルは静的モデルとなるがそれらは

地質学的現象の時間的変化の産物にほかならない.

したがってわれわれが求めようとしているものは

地質現象の解明とそれを支配する理論の追求でた

けれぱならず真の総合解析はこのようなものでな

ければなら狂い.電子計算技術はこのような要

望を充たすために欠くことができたいカミ同時に

われわれは地表･坑井地質デｰタをも含めた幅広い

入力デｰタを駆使した地学現象のシュミレｰション

に取りくむ準備が必要である.

③はわれわれが直接観測しうる量は限られることは

避けられたいのでこのよう在限界をノ･一ド･ウェ

アに頼らずソフト･ウェアによって克服し有効

な地質庸報をえようとするものである.地震探査

反射法におけるC.DlP.法(共通反射点水平重合

法)および空中電磁探査のDIGHEM方式狂どのよ

うにソフトテクノロジｰとの組み合わせによる物

理探査技術の発展に欠かすことのできない分野であ

る.C.D.P.法は爆発点の異なるいくつかの記

録から反射点の共通な記録を選び出しこれを重合

することによって弱い深部よりの反射波の信号を

強化し深部構造を検出しようとする方法である.

この際受露点に対する反射時間の不規則性を補正

(静補正)とともにそれぞれ受露点･爆発点の幾

何学的配置に店じた経路補正(動補正)が必要であ

りアナログまたはデジタノレ計算機を用い在ければ

不可能である.空中電磁探査のDIGHEM法を磁

一般に地学現象のような複雑な現象のシュミレｰシ

ョンは電子計算機を用いても莫大な計算時間を必要

とししかもなお解の信頼性が問題となる.このよ

うな難点は最近注目を浴びつつある電子計算機利用技

術=のユつであるがグラフィック･ディスプレイを利用

したマンｰマシン会話を利用することによって解決され

る｡

グラフィック･ディスプレイを用いたマンｰマシン会

話を利用することによって従来用いられてきた比較的

単純なモデルから脱皮し一段と複雑な構造モデルの取

扱いが可能どたり解析精度の向上に貢献するところ大

である.なおこのようなマンｰマシン会話はシュミ

レｰション以外の物理探査の分野でも広く使われるよう

になろう(地質ニュｰスNα217;1972).�


